
○○○○ 地方消費税の清算基準では、需要側の統計がサンプル調査等である地方消費税の清算基準では、需要側の統計がサンプル調査等である地方消費税の清算基準では、需要側の統計がサンプル調査等である地方消費税の清算基準では、需要側の統計がサンプル調査等である

ことことことことなどなどなどなどを理由として用いられない一方、商業統計や経済センサス活動を理由として用いられない一方、商業統計や経済センサス活動を理由として用いられない一方、商業統計や経済センサス活動を理由として用いられない一方、商業統計や経済センサス活動

調査といった供給側の統計が用いられている調査といった供給側の統計が用いられている調査といった供給側の統計が用いられている調査といった供給側の統計が用いられている。。。。

○○○○ しかししかししかししかし、最終消費地ではなく供給地や事業所の所在地で計上される供、最終消費地ではなく供給地や事業所の所在地で計上される供、最終消費地ではなく供給地や事業所の所在地で計上される供、最終消費地ではなく供給地や事業所の所在地で計上される供

給側の統計の限界から、現行の清算給側の統計の限界から、現行の清算給側の統計の限界から、現行の清算給側の統計の限界から、現行の清算基準は基準は基準は基準は、最終消費による実質負担、最終消費による実質負担、最終消費による実質負担、最終消費による実質負担

に応じて各都道府県に地方消費税収が的確に帰属する仕組みとはなっに応じて各都道府県に地方消費税収が的確に帰属する仕組みとはなっに応じて各都道府県に地方消費税収が的確に帰属する仕組みとはなっに応じて各都道府県に地方消費税収が的確に帰属する仕組みとはなっ

ておらず、ておらず、ておらず、ておらず、27272727年度税制年度税制年度税制年度税制改正を経てもなお改善は十分でない改正を経てもなお改善は十分でない改正を経てもなお改善は十分でない改正を経てもなお改善は十分でない。。。。

○○○○ このことは、最終消費者を実質負担者として予定する地方消費税の趣このことは、最終消費者を実質負担者として予定する地方消費税の趣このことは、最終消費者を実質負担者として予定する地方消費税の趣このことは、最終消費者を実質負担者として予定する地方消費税の趣

旨にそぐわず、地方税収の偏在を助長するばかりか、地方消費税の引旨にそぐわず、地方税収の偏在を助長するばかりか、地方消費税の引旨にそぐわず、地方税収の偏在を助長するばかりか、地方消費税の引旨にそぐわず、地方税収の偏在を助長するばかりか、地方消費税の引

上げ分が社会保障財源に充てられることに鑑みれば、受益と負担の乖上げ分が社会保障財源に充てられることに鑑みれば、受益と負担の乖上げ分が社会保障財源に充てられることに鑑みれば、受益と負担の乖上げ分が社会保障財源に充てられることに鑑みれば、受益と負担の乖

離を離を離を離を意味し、地方政府が、負担する地域住民の納得を得る上でも、意味し、地方政府が、負担する地域住民の納得を得る上でも、意味し、地方政府が、負担する地域住民の納得を得る上でも、意味し、地方政府が、負担する地域住民の納得を得る上でも、社会社会社会社会

保障に対する財政責任を果たす上保障に対する財政責任を果たす上保障に対する財政責任を果たす上保障に対する財政責任を果たす上でもでもでもでも足枷足枷足枷足枷ととととなりかねないなりかねないなりかねないなりかねない。。。。

○○○○ 全国知事会「全国知事会「全国知事会「全国知事会「平成平成平成平成29292929年度税財政等に関する提案年度税財政等に関する提案年度税財政等に関する提案年度税財政等に関する提案」においても、「」においても、「」においても、「」においても、「清算清算清算清算

基準の見直しにあたっては、社会保障財源を確保するため地方消費税基準の見直しにあたっては、社会保障財源を確保するため地方消費税基準の見直しにあたっては、社会保障財源を確保するため地方消費税基準の見直しにあたっては、社会保障財源を確保するため地方消費税

を引き上げる経緯に鑑み、を引き上げる経緯に鑑み、を引き上げる経緯に鑑み、を引き上げる経緯に鑑み、可能な限り経済活動の実態を踏まえたものと可能な限り経済活動の実態を踏まえたものと可能な限り経済活動の実態を踏まえたものと可能な限り経済活動の実態を踏まえたものと

するとともに、するとともに、するとともに、するとともに、商業統計や経済センサス活動調査において正確に都道府商業統計や経済センサス活動調査において正確に都道府商業統計や経済センサス活動調査において正確に都道府商業統計や経済センサス活動調査において正確に都道府

県別の最終消費を把握できない場合に、消費代替指標として「人口」を県別の最終消費を把握できない場合に、消費代替指標として「人口」を県別の最終消費を把握できない場合に、消費代替指標として「人口」を県別の最終消費を把握できない場合に、消費代替指標として「人口」を

用いること等により、算定における「人口」の比率を高める方向で見直す用いること等により、算定における「人口」の比率を高める方向で見直す用いること等により、算定における「人口」の比率を高める方向で見直す用いること等により、算定における「人口」の比率を高める方向で見直す

ことことことこと」」」」をををを提案している提案している提案している提案している。。。。

現状と課題

地方消費税の清算基準等の見直し
【担当省庁】 総務省

統統統統計計計計基基基基準準準準 小売年間販売額（（（（H19商業統計）商業統計）商業統計）商業統計） ７５％サービス業対個人事業収入額（（（（H16サービス業基本調査）サービス業基本調査）サービス業基本調査）サービス業基本調査）人口基準 12.5％従業者基準 12.5％
統統統統計計計計基基基基準準準準 小売年間販売額（（（（H19商業統商業統商業統商業統計）計）計）計）

→H29からはからはからはからはH26商業統計商業統計商業統計商業統計 ７５％サービス業対個人事業収入額（（（（H24経済センサス活動調査）経済センサス活動調査）経済センサス活動調査）経済センサス活動調査）人口基準 １５％従業者基準 １０％
【H26までの清算基準】 【H27税改後の清算基準】



【県担当部局】 総務部税務課

国にお願いすること（具体的提言）

① 清算基準に用いられるサービス統計の経済センサス活動調査へ

の置換えに伴い、サービス分の統計のシェア上昇が生ずることで、

サービスの未把握の代替とされる従業者基準の比率引下げ（従業

者基準から人口基準への2.5ポイントの振替え）が行われた。

○○○○ 平成平成平成平成27272727年度税制改正においては、年度税制改正においては、年度税制改正においては、年度税制改正においては、

経済統計の改善の動きや仕向地主義の徹底を図る国際課税の動向等経済統計の改善の動きや仕向地主義の徹底を図る国際課税の動向等経済統計の改善の動きや仕向地主義の徹底を図る国際課税の動向等経済統計の改善の動きや仕向地主義の徹底を図る国際課税の動向等

を踏まえ、供給側の統計への過大な依存を脱却する観点から見直しを踏まえ、供給側の統計への過大な依存を脱却する観点から見直しを踏まえ、供給側の統計への過大な依存を脱却する観点から見直しを踏まえ、供給側の統計への過大な依存を脱却する観点から見直し

地方消費税の清算基準の見直しについて（平成26年11月 総務省自治税務局）（抜粋）「人口」及び「従業者数」の割合についてこれまでの商業統計調査に基づく小売年間販売額とサービス業基本調査に基づくサービス業対個人事業収入額の合計額に占めるサービス業対個人事業収入額の割合に比べ、今回の商業統計調査に基づく小売年間販売額と経済センサス活動調査に基づくサービス業対個人事業収入額の合計額に占めるサービス業対個人事業収入額の割合は高まっていること、従来、従業者数は、主にサービス供給地で消費されるサービスの代替指標と考えられてきたこと等を踏まえ、人口及び従業者数の割合を現行の12.5％ずつから、人口15％、従業者数10％に変更する。

② その際、消費地と異なる場所で計上されていると考えられる取引

（「情報通信業」、「旅行業」、「競輪・競馬等」）及び非課税取引の一部（「土地売買

業」など）が経済センサス活動調査から除外された。

③ 除外された取引分については、①のシェア上昇分の減殺を通じて、

従業者基準の比率があるべき比率より高止まりすることとなった。



0.00.51.01.52.02.53.0
神奈川県 埼玉県 東京都 秋田県 奈良県 京都府 福井県 滋賀県 徳島県 千葉県 静岡県 愛知県 兵庫県 岡山県 島根県 福岡県 宮崎県 宮城県 長野県 岐阜県 三重県 大阪府 香川県 沖縄県 北海道 群馬県 富山県 石川県 鳥取県 愛媛県 茨城県 山梨県 和歌山県 広島県 熊本県 栃木県 長崎県 鹿児島県 佐賀県 岩手県 山形県 福島県 新潟県 高知県 大分県 山口県 青森県

都道府県別ネットショッピングによる購入割合（二人以上の世帯）

国にお願いすること（具体的提言）

※参考資料：「平成２６年全国消費実態調査結果 （総務省統計局）」
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小売年間販売額（商業統計）における通販・ネット販売小売年間販売額（商業統計）における通販・ネット販売小売年間販売額（商業統計）における通販・ネット販売小売年間販売額（商業統計）における通販・ネット販売の割合の割合の割合の割合（％）
※参考資料：「商業統計（平成６年、平成９年、平成１４年、平成１９年、平成２６年） （経済産業省）」

提言提言提言提言ⅡⅡⅡⅡ 消費者消費者消費者消費者と異なる事業者の所在地で計上と異なる事業者の所在地で計上と異なる事業者の所在地で計上と異なる事業者の所在地で計上されされされされていていていているるるると考えと考えと考えと考え

られるられるられるられる通信・カタログ販売、通信・カタログ販売、通信・カタログ販売、通信・カタログ販売、インターネット販売インターネット販売インターネット販売インターネット販売につにつにつについていていていて、、、、商商商商

業統計業統計業統計業統計からからからからのののの除外除外除外除外が検討されてが検討されてが検討されてが検討されているがいるがいるがいるが、これだけでは商業、これだけでは商業、これだけでは商業、これだけでは商業

統計の見直しとしては統計の見直しとしては統計の見直しとしては統計の見直しとしては不十分であり不十分であり不十分であり不十分であり、、、、更に居住地更に居住地更に居住地更に居住地でででで消費さ消費さ消費さ消費さ

れてれてれてれていることが明らかないることが明らかないることが明らかないることが明らかな家電・家電・家電・家電・家具・家具・家具・家具・寝具等についても寝具等についても寝具等についても寝具等についても除外除外除外除外

し、そのし、そのし、そのし、その分統計基準のウェイト分統計基準のウェイト分統計基準のウェイト分統計基準のウェイトをををを引き引き引き引き下げ下げ下げ下げ、人口基準の、人口基準の、人口基準の、人口基準の比率比率比率比率

を引き上げるを引き上げるを引き上げるを引き上げることことことこと。。。。

（注） 通信・カタログ販売、インターネット販売、家電・家具・寝具等について統計

基準から除外する一方、統計基準のウェイトや人口基準の比率を見直さな

いことは、いずれも本県の配分額が殊更に減少することとなり、理論的にも

受け容れられない。

平成平成平成平成29292929年度税制改正に向けた提言年度税制改正に向けた提言年度税制改正に向けた提言年度税制改正に向けた提言

提言提言提言提言ⅠⅠⅠⅠ 平成平成平成平成19191919年商業統計から平成年商業統計から平成年商業統計から平成年商業統計から平成26262626年商業統計への置換え年商業統計への置換え年商業統計への置換え年商業統計への置換えがががが

行われ行われ行われ行われ、、、、これにこれにこれにこれによって経済センサス活動調査との産業分類よって経済センサス活動調査との産業分類よって経済センサス活動調査との産業分類よって経済センサス活動調査との産業分類

上の整合性がとられることになるため、これ上の整合性がとられることになるため、これ上の整合性がとられることになるため、これ上の整合性がとられることになるため、これにににに伴い生ずるサ伴い生ずるサ伴い生ずるサ伴い生ずるサ

ーーーービス分のビス分のビス分のビス分のシェア上シェア上シェア上シェア上昇について昇について昇について昇について、平成、平成、平成、平成27272727年度税制改正年度税制改正年度税制改正年度税制改正ににににおおおお

ける上記①の対応を貫徹すける上記①の対応を貫徹すける上記①の対応を貫徹すける上記①の対応を貫徹すべべべべくくくく、、、、従従従従業者基準から人口基準業者基準から人口基準業者基準から人口基準業者基準から人口基準

へのへのへのへの更なる更なる更なる更なる振振振振替え替え替え替え（（（（従従従従業者基準の引下げ、人口基準の引上業者基準の引下げ、人口基準の引上業者基準の引下げ、人口基準の引上業者基準の引下げ、人口基準の引上

げげげげ））））を行を行を行を行ううううことことことこと。。。。

（注） 商業統計の金額の変動の要因として、統計の基礎となる産業分類の変更が行われたこ

とが挙げられる。平成26年商業統計において、経済センサス活動調査との産業分類上の整

合性がとられることになる。

（％）



【県担当部局】 総務部税務課

提言提言提言提言ⅢⅢⅢⅢ 経済経済経済経済センサス活動調査についても、平成センサス活動調査についても、平成センサス活動調査についても、平成センサス活動調査についても、平成27272727年度税制改年度税制改年度税制改年度税制改正正正正

における対応における対応における対応における対応を見直しを見直しを見直しを見直し、、、、具具具具体体体体的には、的には、的には、的には、

➢➢➢➢ 平成平成平成平成27272727年度税制改正で除外された年度税制改正で除外された年度税制改正で除外された年度税制改正で除外された消費地と異なる消費地と異なる消費地と異なる消費地と異なる事業者事業者事業者事業者

のののの所在地で計上されていると所在地で計上されていると所在地で計上されていると所在地で計上されていると考えられた考えられた考えられた考えられた取取取取引分引分引分引分（（（（「「「「情報通信業情報通信業情報通信業情報通信業」」」」、、、、

「「「「旅行業」、「競輪・競馬等」旅行業」、「競輪・競馬等」旅行業」、「競輪・競馬等」旅行業」、「競輪・競馬等」））））についてについてについてについて、除外によって、除外によって、除外によって、除外によって生じたサービス生じたサービス生じたサービス生じたサービス

分の過分の過分の過分の過小評価ひ小評価ひ小評価ひ小評価ひいてはいてはいてはいては従従従従業者基準業者基準業者基準業者基準の比率の比率の比率の比率の高の高の高の高止止止止まりまりまりまり（前頁（前頁（前頁（前頁

③）③）③）③）をををを見直し、見直し、見直し、見直し、そのそのそのその分人口分人口分人口分人口基準基準基準基準の比率の比率の比率の比率をををを引き上げること引き上げること引き上げること引き上げること。。。。

➢➢➢➢ 国際国際国際国際課税の動向等を踏まえ、消費地と異なる場所で課税の動向等を踏まえ、消費地と異なる場所で課税の動向等を踏まえ、消費地と異なる場所で課税の動向等を踏まえ、消費地と異なる場所で計上計上計上計上

されるされるされるされる取取取取引の除外を徹底引の除外を徹底引の除外を徹底引の除外を徹底（（（（「社会通信教育」「社会通信教育」「社会通信教育」「社会通信教育」、「、「、「、「持ち帰り配達持ち帰り配達持ち帰り配達持ち帰り配達飲食サービ飲食サービ飲食サービ飲食サービ

ス業ス業ス業ス業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「学術研究、専門・技術サービス業」を除外」を除外」を除外」を除外）））） しししし、その分、その分、その分、その分統計基準統計基準統計基準統計基準

ののののウェイトウェイトウェイトウェイトを引き下げ、を引き下げ、を引き下げ、を引き下げ、人口人口人口人口基準の比率を基準の比率を基準の比率を基準の比率を引き上げること引き上げること引き上げること引き上げること。。。。

（注） 国際課税においては、欧州で仕向地主義の徹底を図る制度整備が進

められており、ＯＥＣＤのガイドラインでも、消費者の居住地における課税

が原則とされ、最終消費地と提供場所が乖離する役務提供については、

提供地における課税権が原則排除された。

➢➢➢➢ 非非非非課税課税課税課税取取取取引の引の引の引のうちうちうちうち社会保障社会保障社会保障社会保障分分分分野（野（野（野（医療医療医療医療・・・・福祉福祉福祉福祉））））のののの取取取取引引引引ににににつつつつ

いて、いて、いて、いて、最終消費者最終消費者最終消費者最終消費者（非（非（非（非課税事業者課税事業者課税事業者課税事業者））））による地方消費税の負担による地方消費税の負担による地方消費税の負担による地方消費税の負担

のののの状況状況状況状況と乖離した統計の計上が行われていることやと乖離した統計の計上が行われていることやと乖離した統計の計上が行われていることやと乖離した統計の計上が行われていることや他他他他のののの非非非非

課税課税課税課税取取取取引の引の引の引のバラバラバラバランスから、ンスから、ンスから、ンスから、除外除外除外除外するするするすることことことことによりによりによりにより統計基準のウ統計基準のウ統計基準のウ統計基準のウ

ェイトをェイトをェイトをェイトを引き引き引き引き下げ、下げ、下げ、下げ、消費税収の社会保障財源消費税収の社会保障財源消費税収の社会保障財源消費税収の社会保障財源化化化化等を踏まえ、等を踏まえ、等を踏まえ、等を踏まえ、

その分その分その分その分人口基準人口基準人口基準人口基準の比率をの比率をの比率をの比率を引き上げる引き上げる引き上げる引き上げることことことこと。。。。

（注） 平成26年診療報酬改定において消費税率引上げに伴う対応が初診料、

再診料などの基本診療料等の上乗せ措置により行われるなど、経済セン

サス活動調査に計上されている患者等による医療・福祉分野の最終価格

の負担の状況は、地方消費税の負担という面での最終消費者である非課

税事業者（病院等）の地方消費税の負担の状況から乖離している。



提言提言提言提言ⅠⅠⅠⅠ～～～～ⅢⅢⅢⅢによる清算基準の見直し案による清算基準の見直し案による清算基準の見直し案による清算基準の見直し案

統統統統

計計計計

基基基基

準準準準

小売年間販売額

（（（（H26H26H26H26商業統計）商業統計）商業統計）商業統計）

６０％
サービス業対個人事

業収入額（（（（H24H24H24H24経済経済経済経済

センサス活動調査）センサス活動調査）センサス活動調査）センサス活動調査）

人口基準 ３５％

従業者基準 ５％

統統統統

計計計計

基基基基

準準準準

小売年間販売額

（（（（H19H19H19H19商業統計）商業統計）商業統計）商業統計）

７５％
サービス業対個人事

業収入額（（（（H24H24H24H24経済セ経済セ経済セ経済セ

ンサス活動調査）ンサス活動調査）ンサス活動調査）ンサス活動調査）

人口基準 １５％

従業者基準 １０％

【清算基準（案）】【現行】

118.4 

89.9 89.5 88.6 

60.0

80.0

100.0

120.0

東京都 奈良県 千葉県 埼玉県

都道府県別昼夜間人口比率都道府県別昼夜間人口比率都道府県別昼夜間人口比率都道府県別昼夜間人口比率

（％）

※参考資料：「平成２２年国勢調査（総務省統計局）」

小小小小売年売年売年売年間間間間販売販売販売販売額額額額ののののうち店舗うち店舗うち店舗うち店舗販売販売販売販売について、について、について、について、人口の人口の人口の人口の純流入純流入純流入純流入

がががが多多多多いいいい都道府県はその分計都道府県はその分計都道府県はその分計都道府県はその分計上上上上額額額額が最終消費が最終消費が最終消費が最終消費額額額額よりよりよりより増増増増大する大する大する大する

一方、人口の一方、人口の一方、人口の一方、人口の純流出純流出純流出純流出がががが多多多多い都道府県はそのい都道府県はそのい都道府県はそのい都道府県はその逆逆逆逆となとなとなとなる。る。る。る。

このため、このため、このため、このため、清算基準への清算基準への清算基準への清算基準への反映反映反映反映にににに当当当当たたたたっては、っては、っては、っては、店舗店舗店舗店舗販売販売販売販売（提言（提言（提言（提言

ⅡⅡⅡⅡによる見直し分を除く）による見直し分を除く）による見直し分を除く）による見直し分を除く）のののの２２２２分の分の分の分の１１１１※※※※について、について、について、について、昼夜間昼夜間昼夜間昼夜間人口人口人口人口割割割割合で合で合で合で割割割割

ることによりることによりることによりることにより補補補補正すること正すること正すること正すること。。。。

※ 店舗販売のすべてについて昼夜間

人口比率による補正をする考え方も

あるが、店舗販売の中には昼間人口

によって購入地の都道府県において

最終消費されるものも含まれる。他方、

昼夜間人口割合では買物などのため

の非定常的な移動などが考慮されず、

十分な補正がなされないことやサー

ビス分の大幅な見直しとのバランスを

勘案。

提言提言提言提言ⅣⅣⅣⅣ

１位 47位45位 46位・・・

・・・

国にお願いすること（具体的提言）



将来将来将来将来的的的的な地方消費税の清算基準については、地方の社会な地方消費税の清算基準については、地方の社会な地方消費税の清算基準については、地方の社会な地方消費税の清算基準については、地方の社会保障保障保障保障

経費の経費の経費の経費の実態を実態を実態を実態を反映反映反映反映した清算基準を検討していくした清算基準を検討していくした清算基準を検討していくした清算基準を検討していくべべべべきできできできであり、あり、あり、あり、そのたそのたそのたそのた

めめめめにもにもにもにも、、、、地方地方地方地方消費税収の消費税収の消費税収の消費税収の使途使途使途使途のののの明確明確明確明確化化化化のあり方についてのあり方についてのあり方についてのあり方について、統一的、統一的、統一的、統一的

な基準をな基準をな基準をな基準を示示示示すなどすなどすなどすなど、見直す、見直す、見直す、見直すことことことこと。。。。

抜本抜本抜本抜本的見直しに向けた提言的見直しに向けた提言的見直しに向けた提言的見直しに向けた提言

【県担当部局】 総務部税務課

（注） 現在は、幅広い使途の一方で、基準が示されないまま説明責任が各地方

団体に委ねられており、説明責任を果たし難い。厚生労働省による説明等と

も整合性をもった指針を示されたい。


